第２号様式（第５条関係）
津久見市移住者居住支援事業補助金補助事業実施計画書
	事業区分
	契約相手、事業実施期間等
	補助対象経費

(A)
	補助率

(B)
	補助金申請額

	(1)仲介手数料
補助
	契約相手：
契約日：　　　年　　月　　日
	円
	10/10
	(A)×(B)又は5万円のいずれか少ない額

円

	(2)家財処分
補助
	契約相手：　　　　　　　　　業者名：
事業実施期間：　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	円
	10/10
	(A)×(B)又は10万円のいずれか少ない額
円

	(3)新規建設・

住宅購入補助
	契約相手：　　　　　　　　　業者名：

事業実施期間：　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	円
	10/10
	(A)×(B)又は100万円のいずれか少ない額
円

	(4)改修補助
	契約相手：　　　　　　　　　業者名：

事業実施期間：　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	円
	2/3
	(A)×(B)又は100万円のいずれか少ない額
円

	(5)引越補助
	契約相手：　　　　　　　　　業者名：

事業実施期間：　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	円
	2/3
	(A)×(B)又は20万円のいずれか少ない額
円

	(6)移住奨励金
	－
	－
	－
	限度額　10万円
円

	合　　　　　計
	円


（注） ・本事業以外に、国や地方公共団体からの補助金が交付される場合は、その補助に係る部分の経費を除くものとする。
　　　　・補助金の額は補助対象経費(A)に補助率(B)を乗じて算定し、1,000円未満は切り捨てとする。 
・(3)と(4)を併用して補助する場合は、1物件あたり(3)と(4)をあわせて100万円を限度とする。 

・補助対象経費には、原則として、消費税を含むものとする。
